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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

長野県水素利活用検討プロジェクトチーム発足・Ｒ６検討開始

《第１回会議》R6.4.18
○県における水素利活用の現状と課題

○国の動向について：関東経済産業局
✓ 水素基本戦略の改定等、各種制度整備が進捗
✓ 水素供給インフラ整備は沿岸部を中心に進行

《第２回会議》R6.5.29
○取組事例紹介：日置電機株式会社
✓ 2MWの太陽光発電設備を社内に設置。余剰電力活用等を検討
✓ 水素事業を新しい発想で進めるため、U-35の水素事業課を設置

○取組事例紹介：千代田化工建設株式会社
✓ 水素を効率的に運ぶには、MCHは有効な手段の一つ
✓ 利用の幅を拡げるため、水素ステーションのマルチ化の視点が重要

《第３回会議》R6.7.19
○取組事例紹介：オリオン機械株式会社
✓ 須坂の工業団地に新工場を建設。国の補助事業を活用し、太陽光発

電の余剰電力を水素にしてBCP対応等を進めている

○取組事例紹介：軽井沢町
✓ 脱炭素高原保養都市の実現に向け、水素も再エネ利用の１つとして検討

《第４回会議》R6.8.29
○取組事例紹介：信州大学
✓ 人工光合成による水素製造技術をコアに、エス・バードでの実証実

験、水素ｽﾃｰｼｮﾝ設置等を通じ、南信州地域での利活用を推進

○話題提供：千代田化工建設・日本ｵｲﾙﾀｰﾐﾅﾙ
✓ 鉄道インフラを活用したMCHの輸送で信州モデル実現を構想

○水素ポテンシャル調査結果の中間報告

《第５回会議》R6.9.20
○取組事例紹介：ﾏｲｸﾛｺﾝﾄﾛｰﾙｼｽﾃﾑｽﾞ株式会社
✓ 燃料電池で通常大気放出される窒素を回収するシステムを

開発。窒素利用をセットにすることで燃料電池活用を促す

Ｒ６.10.18 ｢中間とりまとめ｣ 報告

✓ 長野県水素利活用検討プロジェクトチームでは、４月から５回の会議を開催し、国の動向や企業等の
取組事例の共有を交えながら、長野県における水素利活用の方向性について検討を実施
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チーム構成メンバー産学官で構成
信州大学、オリオン機械㈱、
日置電機㈱、千代田化工建設㈱、
関東経済産業局、長野県



長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

プロジェクトチーム検討開始の背景

✓ 国も「水素基本戦略」の改定をはじめとした、各種政策を展開
✓ 現在、水素の供給インフラ整備は沿岸部中心に進行

✓ 長野県では2023年11月に「ゼロカーボン戦略ロードマップ」を策定
✓ 2050ゼロカーボンの達成に向けては、水素の利活用も有効な手段の一つ

✓ 一方、内陸部である長野県は、沿岸部から水素供給を受ける場合コスト面から不利
✓ また、供給インフラがない等の理由から、水素をエネルギーとして利用する企業はほぼいない

１.長野県を
取り巻く環境

⚫ 内陸部である長野県においても、安定的かつ適正価格で水素供給が得られるよう、地域資源を生かし
つつ、水素利活用に係る課題の解決を図ることが必要

⚫ 併せて、水素市場の拡がりをビジネスチャンスとして捉え、水素利活用によるグリーントランスフォーメーショ
ン（GX）を通じ、県内産業の国際的な産業競争力の強化につなげていくべき

✓ 太陽光・水力発電等の再エネ生産のポテンシャルが高く、水素製造に有利な環境を保有
３.長野県の
ポテンシャル

２.長野県の
課 題

2024年に「長野県水素利活用検討プロジェクトチーム」を設置し、検討を実施

Ｒ６.10.18 「中間とりまとめ」 として基本的な考え方を公表

令和６年度中に水素利活用推進方針を策定予定 3



「中間とりまとめ」の概要
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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

長野県の水素利活用のポテンシャル調査（１／２）

長野県の水素ポテンシャルマップ

約148千トン/年

✓ 人口規模が大きい市や鉄道沿線に集中
✓ 加熱殺菌や給湯・暖房等の電化が困難
とされる高温域の熱を利用する業種に
大きなポテンシャル

約99千トン/年

（レベルについて）一部の既存機器（吸収冷温水機等）が電化されるか水素化されるか不明瞭のため、既存機器の全てが電化されたと仮定した場合をレベル１、
逆に全て水素化されたと仮定した場合をレベル２としている。

✓ 水素利活用の促進の検討にあたり、長野県産業における水素の潜在的需要（ポテンシャル）を調査
✓ その結果、全県で約99～148千トン／年の水素ポテンシャルを有することが判明
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産業・業務部門では電気・熱の利用があり、熱エネルギーは主にボイラ、熱源設備、工業炉、
発電機により供給される。

蒸気

（ボイラ）

58%温水

（熱源設備）

8%

直接加熱

（工業炉）

7%

発電機

27%

9,197

MJ

長野県内の産業・業務部門における
熱エネルギーの供給方法の割合

出典：「事業活動温暖化対策計画書制度」様式１号、様式４号より作成

長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

長野県の水素利活用のポテンシャル調査（２／２）

調査対象
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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

下記４つの水素利活用推進プロジェクト化を進める方針

✓ 本県における水素利活用のモデルを構築するため、本県の特徴を踏まえた上で、 以下の①～④などに
ついて、プロジェクト化を進める。

再エネを活用した水素製造と企業の利用《オンサイト》１

新たな水素生成技術による水素製造と社会実装《オンサイト》２

持続可能な観光を推進する水素利活用《オンサイト》３

水素の長距離輸送による産業利用《オフサイト》４

✓ 本県は日照時間の長さや水資源の保有量が全国トップクラスで、太陽光発電や水力発電等のポテンシャルが高い地域
✓ 県内企業が自社敷地内に設置した太陽光発電設備等により、電力の直接利用と併せ、余剰電力を用いた水電解による水素製造・

利活用に取り組む事例を創出

✓ 信州大学では、太陽光・水と光触媒を用いたグリーン水素製造技術の世界最大級の実証研究拠点の整備を予定
✓ 併せて、グリーン水素の供給拠点の整備を進め、南信州地域の産業のエネルギー転換の他、地域モビリティのグリーン化を推進

✓ 世界級のリゾート地実現にあたっては、「サステナブル・ツーリズム」に関心を寄せる旅行客の取り込みも進めていく必要がある
✓ 県内観光地でのグリーン水素の供給拠点の整備と併せて、観光用途以外の需要創出も含めて推進

✓ 例えば、水素を常温常圧で輸送可能なMCH技術と本県の既存の鉄道輸送等のインフラを活用
✓ オフサイト供給のビジネスモデルの検証と併せて、需要創出を推進

推進予定のプロジェクト
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R6.7.19 第３回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 オリオン機械㈱様発表資料より抜粋

オリオン機械㈱（須坂市）の取組

長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

ＰＪ①再エネを活用した水素製造と企業の利用（１／３）
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R6.7.19 第３回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 オリオン機械㈱様発表資料より抜粋

オリオン機械㈱（須坂市）の取組

長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

ＰＪ①再エネを活用した水素製造と企業の利用（２／３）
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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

ＰＪ①再エネを活用した水素製造と企業の利用（３／３）

R6.10.18 第12回長野県産業イノベーション推進本部会議 オリオン機械㈱様発表資料より抜粋

オリオン機械㈱（須坂市）の取組
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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

ＰＪ②新たな水素生成技術による水素製造と社会実装（１／２）

R6.9.19に
「クラリベイト引用栄誉賞」を受賞

R6.8.29 第４回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 信州大学様発表資料から一部抜粋
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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

ＰＪ②新たな水素生成技術による水素製造と社会実装（２／２）

R6.8.29 第４回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 信州大学様発表資料より抜粋
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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

ＰＪ④水素の長距離輸送による産業利用（１／２）

R6.8.29 第４回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 千代田化工建設㈱様発表資料より抜粋
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R6.8.29 第４回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 千代田化工建設㈱様発表資料より抜粋

長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

ＰＪ④水素の長距離輸送による産業利用（２／２）
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推進体制：長野県水素利活用共創ネットワーク（仮称）を発足予定
＜コンソーシアム＞

ユーザー

行政機関

研究機関

メーカー

サプライヤー

金融機関

国内の水素利活用推進団体
・(一社)水素バリューチェーン推進協議会 ・中部圏水素・アンモニア社会実装推進会議 ・一般社団法人FCyFINE PLUS

長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

今後、コンソーシアムを発足予定（イメージ）

エネルギー
供給事業者

連携

＜活動内容＞
①水素リテラシーの向上

県下各地でセミナーやシンポジウム、水素を体感するイベント等
を開催し、県内企業・地域住民の水素への理解を促進

②水素需要の掘り起こし
ポテンシャル調査結果をもとに、コーディネータ等が有望な企業
を訪問して、水素のニーズを掘り起こす

③グリーン水素利活用推進プロジェクトの推進
本県の特徴を踏まえた需要・供給モデルとなるプロジェクトを推進

④水素関連ビジネスの創出
研究会の開催等を通じて、新たな水素関連ビジネスを創出

県内企業の巻込み手法（想定）

✓ 水素需要のポテンシャルが高い企業へのアプローチ
加熱殺菌を行う食品製造業、多くの暖房を用いる旅館業等の熱利用が大きい企業等

✓ 経済団体・金融機関等からのアプローチ
経済団体の協力を得ながら、会員企業に対し、水素リテラシーの向上と並行してアプローチ

15



長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

水素関連ビジネスの創出（１／３）

マイクロコントロールシステムズ㈱（佐久市）の取組

R6.9.20 第５回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 マイクロコントロールシステムズ㈱様発表資料より抜粋
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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

水素関連ビジネスの創出（２／３）

マイクロコントロールシステムズ㈱（佐久市）の取組

R6.9.20 第５回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 マイクロコントロールシステムズ㈱様発表資料より抜粋
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長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

水素関連ビジネスの創出（３／３）

マイクロコントロールシステムズ㈱（佐久市）の取組

R6.9.20 第５回長野県水素利活用検討プロジェクトチーム会議 マイクロコントロールシステムズ㈱様発表資料より抜粋
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当面（～数年後） ～2030 ～2040 ～2050

水
素
供
給
量

【県・国】支援制度等の充実

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
調
査
結
果

産
業
競
争
力
向
上
／
ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
自
立
地
域
の
実
現

水素リテラシー向上、需要の掘り起こし

オフサイト
供給構築

水素を内陸部へ効率的に長距離輸送する供給体制４

１
産業団地・自治体等へ展開
（BCP・災害対応等）

食品メーカー、オ
フィス等を中心に
利活用が増加

水素ST整備
（観光地域）

２

３
家庭でも
活用が進む

水素ST整備
（南信州地域）

水素ST
の拡大

水素利活用
企業の拡大

… グレー水素等
… グリーン水素

持続可能な観光を
推進する水素の利活用

新たな水素生成技術
の社会実装

先行企業による
産業利用

長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

全体のロードマップ（イメージ）

水素利活用の課題等をビジネスチャンスと捉えた新たな研究開発等
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１ まず始めること
○産学官金コンソーシアムの体制づくり【年度内】・運営【R7年度～】

・県民・県内事業者の水素リテラシーの向上
・水素需要の掘り起こしと供給方策の検討
・水素関連ビジネスの研究と信州モデルプロジェクトの推進

○再エネを活用した水素製造と企業の利用モデルづくり（プロジェクト①）【R6後半～】
・太陽光発電等の余剰電力で水素を製造し、夜間電力やBCPでの活用を目指す県内企業を後押し

○国への要望【R6秋要望～】
・地方（内陸部）での水素利活用モデル構築への補助、天然ガス等との価格差支援（地方版）など

２ 中長期的視野で取組むこと ※検討や事業着手など含む

○水素ステーションの整備促進
・現在県内１ヵ所（長野市）のみのステーションを増やすための働きかけ

○新たな水素生成技術による水素製造と社会実装モデルづくり （プロジェクト②）
・信州大学が行う、太陽光・水と光触媒によるグリーン水素製造技術の実証研究への協力など
・水素ステーション整備により南信州地域でのグリーンエネルギー化を推進

○持続可能な観光を推進する水素利活用モデルづくり（プロジェクト③）
・インバウンド客を取り込めるよう水素供給拠点を整備（二次交通での水素バス等で活用）

○水素の長距離輸送による産業利用モデルづくり（プロジェクト④）
・輸入水素等を沿岸部から県内へ持ってくる輸送手段を検討（鉄道やタンクローリー）
・効率的で安定的な水素輸送を実現するキャリアの選択（MCH、圧縮水素、アンモニア、合成メタン等）

長野県での水素の利活用促進に向けて ～ 内陸部モデルの構築 ～

今後の取組内容

R6年度中に「長野県水素利活用推進方針」を策定予定 20


